

第3章　　Amazonをはじめとしたマーケティングチャネルシフト
　2016年12月、アマゾンから「アマゾンダッシュ（Amazon　Dash）」という小さなボタンが日本でデビューした。ボタンには、飲料や洗濯洗剤やおむつなどのブランド名が印字されている。これは、その特定銘柄をアマゾンで購入するための専用ボタンであり、スマートフォンやPCを立ち上げる必要もなく、ボタンを押すだけで「いつもの商品」を注文できる。このアマゾンダッシュは小さなボタンに過ぎないが、チャネルという視点から見れば、これまでのパラダイムを大きく変えるほどの衝撃を与える大物だ。その革新性は、オンライン購入のゲートを、自宅というオフライン空間に出現させたことにあるだろう。　　　
これまで商品を購入するためには、アマゾンのウェブサイトにスマートフォンかPCからアクセスする必要があった。そこで自分が欲しい商品を検索して選択し、購入ボタンを押す。選択も、購入も、すべてオンラインにアクセスして行われていたのだ。しかしこのボタンがあれば、毎回オンライン店舗にアクセスする必要がなく、自宅というオフライン空間で選択し、ボタンを押すだけでオンライン店舗で購入ができる。オフラインで洗剤などの日用品を扱ってきた小売企業から見れば、オンライン空間の壁を飛び越えてきた侵入者であり、明らかな脅威となるだろう。仮にアマゾンユーザーであったとしても、これまで洗剤などは、ドラックストアの店頭で買っていたり、他の買い物ついでに近所の店舗に立ち寄り、お目当ての商品を探して手に取っていたりする人も多かっただろう。あるいは隣に並んでいる、いつもとは違う商品を手に取って、比較したりする人もいると思う。私もその一人である。しかし事前に銘柄を決めてしまい、その銘柄のアマゾンダッシュを台所に貼ってしまえば、店舗に行くことはもちろん、商品を探索することも比較することも一切なくなる。顧客からすれば、まさにこれまでにない購買体験であり、アマゾンは顧客を完全に囲い込むことに成功したのである。
もしかすると今現在も他の会社は、従来のオフライン店舗をメーンとした業態で、いまだにオンラインでの展開を「オフラインと同じような店舗をつくること」に限って議論しているかもしれない。「オンライン店舗の期待売上はまだそれほど大きくない」という理由だけで、オンライン展開に消極的な投資判断をしているかもしれない。オンライン店舗がヒット商品を生み出したのに、大黒柱のオフライン店舗を担当する部署から、「我々から顧客を奪う気か」と非難されているかもしれない。このような現状に陥っている会社は大きな危機に直面している可能性があると私は思う。なぜならオンラインに軸足を置いて「チャネルシフト」を仕掛ける企業は、そうした議論に拘泥せず、オンラインとオフラインの両面で、選択チャネルと購入チャネルを柔軟に組み合わせた新しい戦略で挑んでくるからである。忘れてはならないのは、顧客にとってその店舗がオンライン企業のものか、オフライン企業のものかなど、どうでもよいという事実があるということだ。
3-1　　　業界別チャネルシフトの例（アパレル）

　最初の事例はアパレル業界である。アパレル業界は、近年急速にチャネルシフトを起こす企業が台頭している業界の一つだ。この業界の主要プレイヤーとして、ユニクロがいる。ユニクロの店舗オペレーションの素晴らしさは、言うまでもないようなことである。どの店舗に行っても、ユニクロの商品ラインナップとオペレーションが整った買い物環境が実現されている。ユニクロも、もちろんオンライン店舗を持っているが、基本的にはオフライン店舗に軸足を置く企業である。すなわちマトリクスで言えば、「選択オンライン×購入オフライン」の象限を基点とするプレイヤーである。一方で「選択オンライン×購入オンライン」の象限に軸足を置くのは、例えばゾゾタウンを運営するスタートトゥデイなどの企業である。アパレルは永らく、オンライン展開に向かない業界とされてきた。商品の色味や手触り、サイズなどが自分に合うかどうかは着てみないと分からないからだ。そこにはオフライン店舗と比べて圧倒的な情報格差があるため、顧客側」の買い物リスクが高まる。この定説をくつがえしたのがゾゾタウンなのだ。ゾゾタウンは商品単体ではなくコーディネートの写真を豊富に掲示し、スタッフによる着用レビューも掲載するなど、顧客の買い物リスクを減らしている。スタートトゥデイは好調の要因を、「ブランドの世界観を尊重し、リアル店舗で購入する以上の顧客経験価値の提供にこだわったこと」と説明している。ゾゾタウンは2004年に展開を始め、2017年には難関取扱額が2000億円を突破している。この金額はアパレル大手の売上高に匹敵するのだ。
　アパレル業界で起こっているチャネルシフトの事例は日本だけではない。その一例が、米レンタル・レディースアパレル企業のル・トート（LE TOTE）である。衣類やアクセサリーのレンタルサービスを、月額49ドルから提供している注目のスタートアップだ。自らを「ファッション業界のネットフリックス」と称し、ファッション・アイテムのオンデマンド化をビジネスコンセプトとしている。

　ル・トートはオンラインに軸足を置き、単なるレンタル業ではなく、買い取りまでを視野に入れたモデルを築いている。顧客はまず、同社のウェブサイトで好きな服のデザインや使用シーン、自分のサイズ、洋服とアクセサリーの点数ごとに分かれたコースを登録して会員になる。この時点ではまだ商品の選択はできない。その後、自宅にコーディネートされた衣類とアクセサリーが宅配されてきて、顧客はその商品を機関無制限で使用でき、気に入った商品を最大50％オフで購入できるという仕組みだ。つまりル・トートは、あえてレンタルの形を取って商品を顧客のもとに送り込み、自宅というオフライン空間で商品を選択させているのだ。いままでオフライン店舗で洋服を選択・購入していた顧客からすれば、これは間違いなく新しい購買体験である。またこれは従来のアパレルビジネスが取ってきた、「大量に見込み発注・生産し、バーゲンで在庫処分する」という戦いとは大きく異なる。ル・トートには、大量の見込み発注・生産や、売り切るために多額の販促費を投入するようなプロセスはない。お金を生まない大量の在庫を、値下げによって処分する必要もない。顧客とのつながりを強めることによって提案の精度を高め、買い取り率を上げるという、新しい戦い方を実現しているのである。
3-2　　業界別チャネルシフトの例（インテリア業界）

　2つ目の事例はインテリア業界である。インテリア業界もまた、アパレル業界と同様に、オンラインでの展開が難しいと考えられる特性を持っている。家具などは実際に店舗に行って見ないと色味や質感がわからないし、何よりも買ってみたら部屋のサイズに合わなかったというリスクがある。しかしやはりこの業界でもチャネルシフトが起きている。アパレル業界で紹介した事例との違いは、ル・トートみたいにオンラインを出自とする企業であったのに対して、ここで紹介する企業は、オフラインを出自とする企業であることだ。しかしいずれも、オンラインを基点とする、新しい戦い方を築いている。
　まずインテリア業界で起こっているチャネルシフトは2つの例がある。1つ目は、店舗のショールーム化である。オフライン店舗で商品を確かめて、ネット通販で買うことを「ショールーミング」と呼び、通常のショールーミングというと、企業にとってはネガティブな意味で用いられる場合が多い。例えば顧客が家電量販店に用品や値段だけを見に来て、Amazon.comでより安く買うといったような行動を指すからだ。しかし、顧客が自社のオフライン店舗で商品を確かめ、自社のオンライン店舗で買ってくれるなら悪い話ではない。それが自然発生的に起きるのを待つのではなく、意図的に狙っているのがニトリの「手ぶらdeショッピング」である。これはニトリ公式スマートフォンアプリに追加された新機能である。顧客はこのアプリを立ち上げて店内をめぐる。気に入った商品があれば、商品に掲げられているバーコードを読み込んでいき、そのままネットショップで購入するという仕組みだ。もちろんレジで商品を登録したアプリを見せて、その商品を受け取ることもできる。ニトリの取り組みは、顧客がオンラインとオフラインを行ったり来たりすることを前提に、自社のチャネルを組み合わせてフィットさせている。店舗は選択のためのショールームでもよいと割り切り、実際の購入をそのままオンライン店舗で行えるようにしているのだ。
　2つ目は、事前にオンラインで商品を選択させ、オフライン店舗に誘導して購入させる取り組みである。この取り組みを行っているのが、イケア（IKEA）だ。イケアはニトリとは逆に、店舗ではなく「顧客の自宅をショールーム化」するアプリ、「イケアプレイス（IKEA Place）」を開発している。家具を買う際に、本当に自分の部屋に似合うか、サイズはどんな感じか、というのは顧客の気になるところである。イケアプレイスはイケアがアップルの開発者用ツールキットを使って作成した、AR（拡張現実）アプリである。ここにはソファやテーブル、収納ケースなど、イケアの約2000点にも及ぶ商品が登録されており、イケアプレイスを立ち上げて部屋をスキャンし、買いたい椅子やソファなどを選べば、画面上の自分の部屋に家具が配置された状態で見えるという仕組みである。部屋にあらわれた家具はさまざまな角度からみれるためサイズ感もかなり正確に出る。また、気に入った家具は、イケアのオンライン店舗で購入することも可能だが、実際にイケアの店舗に行って家具を確かめ、安心して購入することができるのである。
　このようにインテリア商品もアパレルと同様に、実際に店舗で見て納得したものを買いたいと感じるカテゴリーである。しかしその一方で、持ち帰りの大変さや、買ってみたらサイズが合わないといった場合のリスクが大きい。ニトリやイケアは」、オンラインとオフラインのチャネルを柔軟に組み合わせこれらの不満を解消しているのである。
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